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 デファクトスタンダードの事例 

 
 
 
 

学習の目的  

 デファクトスタンダードの光と影を把握する 

 
 
 
 
 

学習に必要な知識  

 標準化競争 

 互換技術 

 特許の無償開放 

 特許ライセンス料 

 クロスライセンス 

 マルチスタンダード 

 パテントプール 

 出資比率 

 下位互換性 

 イノベーションのジレンマ 
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 AV 分野でのデファクトスタンダード競争  

前章にて説明したデファクトスタンダー

ドからフォーラム標準、コンセンサス標準

に至る時代の流れを、オーディオビジュア

ル（AV）機器の分野で見ていこう。 

AV 機器は、音を録音するもの、そして映

像を録画するもの、さらにデータを蓄積す

るものなどがある。これらを、どのような

媒体、別の呼び方をすると、どのようなメ

ディアに記録するかということが、数多く

提案されてきた。そして、どのメディアが

主流になるかという争いが、絶え間なく繰

り広げられている。 

 レコード  

初めにレコードの事例から見ていこう。

レコードという物を見たことがない人も多

いかもしれないが、1877 年に米国で発明王

のエジソンが蓄音機というものを造ったこ

とは知っているだろう。蓄音機は蝋管と呼

ばれる金属性の円筒に音の情報を記録す

る。これに対し、米国のベルリナー氏は、

蝋管を代替するレコードを発明した。レコ

ードは音の情報を樹脂で出来た円盤に記録

する。こうして、音の情報を金属製の円筒

に録音するのか樹脂製の円盤に録音する

か、蝋管対レコード、まさにエジソン対グ

ラモフォンの標準化競争が起こったのであ

る。 
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蝋管とレコードの形状について、すなわ

ち円筒と円盤を比べると、円筒の方が音質

の点で優れている。円筒や円盤を、一定の

速度で回転させて針を落とすと、円筒は線

速度が一定、つまり針が進む速度が一定な

ので安定した音を奏でることができる。一

方、円盤は線速度を一定にすることが難し

い。円盤は中心部から周辺部へ向かうほど

円周が長くなるため、周辺部の方が良い音

が出る。中心部になるほど音の質が落ち

る。これが円盤の欠点、すなわちレコード

の欠点である。 

しかし、標準化競争に勝利したのはレコ

ードであった。要因はビジネス上の理由、

具体的には生産性である。 

蓄音機に使われる円筒を造るためには、

金属を薄く伸ばして貼り合わせながら筒状

に成型していくが、当時の技術水準では、

真円に近い筒を造ることが難しかった。当

然、一つの円筒を造るのにも時間が掛か

る。これに対し、円盤は樹脂の塊をプレス

するだけで簡単に造ることができる。した

がって、一つのレコードを短時間で造るこ

とができる。この生産性がスタンダード競

争、標準化競争に決着をつけた要因であっ

た。 

このように蓄音機とレコードの争いはレ

コードが勝利したが、その後、レコードの

中において色々な標準化競争が起きた。レ

コードが販売され初めた頃、レコードを回

す回転数は 78 回転、1 分間に 78 回だけレ

コードが回る仕様であった。その後、円盤
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の材質が改良されて、品質の高い音を記録

できるようになった。加えて、レコード針

の材質も改良されて、良い音を拾えるよう

になった。これらの改良によりレコードの

回転を遅くしても良い音質を奏でるように

なった。このような技術改良を受けて、二

つの標準ができた。一つは米国のコロンビ

ア社が作った 33 回転。主に LP 盤（long-

play）と呼ばれる直径 30cm のレコードに用

いられた。もう一つは、米国の RCA ビクタ

ー社が作った 45 回転。主に EP 盤

（extended-play）やドーナッツ盤、シング

ル盤と呼ばれる直径 17.5cm、中心部に

3.8cm の大きな穴があるレコードに用いら

れた。 

LP 盤は、直径が 30cm と大きく、そして

ゆっくりとした 33 回転で回るため、録音可

能時間は約 30 分程度となる。クラシック音

楽などの 1 曲の演奏時間が長い曲に用いら

れた。これに対し、小さなサイズで早く回

る EP 盤の録音可能時間は約 5 分。歌謡曲

などの短い曲が 1 曲だけ録音されている。 

ちなみに、この EP 盤が開発された背景

には、楽曲再生の自動販売機、いわゆるジ

ュークボックスがあった。1950 年や 60 年

代を舞台とした米国の映画やドラマなどに

時々出てくるジュークボックス。お金を入

れて、楽曲を選ぶボタンを押すと、自動的

に選んだ曲が流れてくる。ジュークボック

スの中には、数十枚のレコードが棚に格納

されており、さらにレコードプレーヤーも

格納されている。曲が選ばれるごとにオー
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トチェンジャーと呼ばれる自動レコード搬

送機がレコードを棚からプレーヤーまで運

び、曲が掛かる。そして、曲が終わると、

オートチェンジャーがプレーヤーからレコ

ードを外し、棚に格納する。このような仕

組みを有するジュークボックスのために EP

盤の仕様が決まったのである。したがっ

て、1 曲ずつ掛けられて、オートチェンジ

ャーで運びやすく、収納時に場所を取らな

い仕様が求められ、直径 17.5cm、中心部に

大きな穴があり、回転数 45 回転という特徴

を有することになったのである。 

レコードの回転数に話を戻そう。数種類

の回転数が提案され、製品化されたが、最

終的に 33 回転と 45 回転、二つの回転数が

残り、標準化の競争が起こった。その後、

一方が消え、一方が残るような現象は起こ

らず、どちらも市場に残った。なぜかとい

うと、レコードプレーヤーの技術進歩が競

争を終わらせたのである。レコードプレー

ヤーに備え付けられた一つのスイッチを切

り替えるだけで、33 回転と 45 回転、どち

らのレコードでも品質の良い音を再生でき

るレコードプレーヤーが発売された。33 回

転でも 45 回転でも、どちらでも掛けられる

プレーヤーが普及して、二つの標準が存在

しても問題が生じなくなったのである。こ

のレコードの回転数の事例は、どちらの回

転数でも掛けられる技術、言い換えると

「互換技術」の普及が標準の競争を終わら

せるという典型的な例である。 
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 録音用テープ  

レコードの次に録音用の磁気テープにお

いて標準化競争が起きた。録音用テープは

長い帯状の磁気テープに情報が記録される

ものである。製品化された初期の頃は、円

柱状のリールに磁気テープが巻かれてお

り、オープンリールと呼ばれるものであっ

た。このオープンリールは磁気テープが剥

き出しになっているため、埃が付着して音

質に影響を及ぼすことがあり、丁寧な保管

や取り扱いが必要となる。 

その後の検討により、磁気テープは埃が

付かないように箱状のカセットに入れた方

が好ましいことが解ってきた。欧米の企業

は色々な形状のカセットを開発し、且つ、

磁気テープを格納する方法も色々と開発し

た。そして、その製品を売り出した。この

中で主流になりつつあったのが、エイトト

ラックテープと呼ばれるものであった。エ

イトトラックテープは、米国の RCA ビクタ

ーなどが共同で開発したものであり、大き

さが 102×136×22mm のプラスチック製の

カセットの中に、6.3mm 幅のテープが格納

されている。このエイトトラックテープに

は二つの特徴があった。一つ目は、磁気テ

ープの幅、6.3mm の中に八つのトラックが

備わっていること。したがって、1 曲分の

長さの磁気テープが格納されているエイト

トラックテープには、モノラルが 8 曲、ス

テレオだと 4 曲を録音することができる。

二つ目の特徴は、エンドレステープの構造
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を持つこと。磁気テープは帯状であるた

め、音楽を一曲再生すると、一般的には

「巻き戻し」という行為が必要となる。と

ころが、エイトトラックテープは再生して

も巻き戻す必要がなく、いつまでも磁気テ

ープが同じ方向に回る構造を有している。

開発背景として自動車向けの音楽再生装置

という市場を創ることがあったため、この

ようなエンドレステープ構造となったので

ある。例えば、車載されているカーステレ

オにエイトトラックテープを差し込むと、

絶え間なく何時までも音楽を流すことがで

きる。観光バスや案内放送、カラオケなど

に用いられ、一時的には、エイトトラック

テープが主流となった。 

これに対し、ソニーもカセット式の磁気

テープの研究を行っていた。ソニーは、

1950 年にテープレコーダーを発売し、オー

プンリールでも世界シェア 1 位を取ってい

たが、自社開発にこだわらず海外の技術を

導入することにした。数ある技術の中で、

見つけ出したのがオランダのフィリップス

社のコンパクトカセットの技術であった。

ソニーはフィリップスに対し、コンパクト

カセットの技術を使用したいと申し出た。

加えて、コンパクトカセットに関する特許

の使用料を「無償」にするという条件を付

けた。フィリップスはソニーの出した条件

に応諾したのである。ただし、ソニーだけ

に特許を無償で使わせると、独占禁止法上

の問題が生じるので、フィリップスは全て

の企業にコンパクトカセットに関する特許
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のライセンスフィーを取らない、すなわ

ち、特許を「無償開放」するという戦略を

取った。その後、ソニーだけでなく、ＴＤ

Ｋや日立マクセルからコンパクトカセット

が発売され、世界的に普及し、世界標準と

なった。そして、先に説明したエイトトラ

ックテープは市場から消えていった。 

フィリップスのコンパクトカセットは、

ソニーが「無償で使わせて欲しい」と交渉

したからこそ世界標準になったのである。

言い換えると、カセットテープの標準化競

争が決着した要因は、特許の無償化である

と言っても過言ではないだろう。 

なお、フィリップスは、コンパクトカセ

ットの特許でライセンスフィーを稼ぐこと

よりも、カセットデッキなどの周辺機器の

販売で利益を得るやり方、すなわちビジネ

スモデルを考えたのであろう。もちろん、

カセットテープに関し、米国やドイツの企

業の技術開発が進んでいたことと、ソニー

がオープンリールで世界シェアを奪ってお

り、ソニーと協調することが競争優位に立

てる状況であった当時の背景も忘れてはな

らない。 

コンパクトカセットテープの後に、音楽

の録音用テープとして、DAT（Digital Audio 

Tape）が製品化された。DAT は、デジタル

信号を磁気テープに記録するカセットテー

プであった。しかし普及することはなかっ

た。なぜ、普及しなかったのか、興味があ

れば調べて欲しい。 
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 ビデオテープ  

録音用テープでの標準化競争が終わり、

動画用の磁気テープ、言い換えるとビデオ

テープでの標準化競争が始まった。家庭用

のビデオテープとして「VHS」と「ベータ

マックス」という仕様があった。この二つ

の仕様が市場においてデファクトスタンダ

ードの獲得を争った。この競争は非常に大

きなものであり、標準化競争の典型的な事

例としても有名である。このような背景が

あるため、ビデオテープを題材にした標準

化に関する学術論文が数多く公表されてい

る。では、ここからは、このビデオテープ

の事例を見ていこう。 

 VHS 陣営とベータマックス陣営 

先に説明したカセットテープなどの録音

用の磁気テープの場合、テープが動く速度

は 1 秒間に 3cm から 6cm 程度である。音質

を高めようとすれば、速度を早くしなけれ

ばならない。オープンリールにおいて、秒

速 38cm、ツートラ・サンパチと呼ばれる超

高音質な仕様もあった。 

ところが、動画を磁気テープに記録する

場合、秒速 38cm より、もっと速い速度が

必要となる。動画を録音用の磁気テープに

記録しようとすると、秒速 800cm、つまり

8m/s の速さが必要だと言われている。この

速度を製品化するのは、実質的に不可能で

ある。 
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このため、米国で最初に開発されたビデ

オテープに動画を録画する機器、すなわち

ビデオテープレコーダーでは、色々な工夫

が凝らされた。 

磁気テープに記録する信号を 8 個に分け

て、それぞれに対応した 8 個のヘッドを横

に並べる方式が実用化された。さらに、こ

の 8 個を、更に 16 個に分け 16 個のヘッド

を並べる方式も採用された。これらはヘッ

ドを横に並べる方式であるが、その他にも

複数のヘッドを縦に並べて磁気テープの上

に縦に記録するといった方式も取られた。 

しかし、このような記録方式は大掛かり

な設備となり、且つ、技術的にも量産する

ことは難しい。とても家庭用製品として使

える技術ではなかった。したがって、米国

では家庭用のビデオテープレコーダーを開

発することはできなかった。 

米国で実現されなかった家庭用ビデオテ

ープレコーダーであるが、日本生まれの技

術の応用によって実現された。この技術

は、ヘリカルスキャン方式と呼ばれてい

る。まずは、この技術を説明しよう。ヘリ

カルスキャン方式は、スライドに示す図の

ように、磁気テープの上を金属性のヘッド

が斜めに走っている。具体的には、磁気テ

ープの走行方向に対して傾きを有した回転

ドラムの上に記録・再生する金属性のヘッ

ドを取り付け、この回転ドラムを高速で回

転させることにより、磁気テープ上に斜め

に映像信号を記録するのである。こうする

と、磁気テープの走行速度をあげることな
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く、磁気テープと記録・再生ヘッドの相対

速度を上げることができる技術である。こ

のヘリカルスキャン方式を開発したのはマ

ツダ研究所であり、産業用ビデオに転用し

たのは東芝であった。そして、家庭用ビデ

オに転用し、実用化したのがソニーであ

る。 

「VHS」と「ベータマックス」に話を戻

そう。この二つは、どちらもヘリカルスキ

ャン方式を採用し、しかも磁気テープは２

分の１インチ幅（約 12.5mm）のテープを用

いるなど、同じ技術を使っている。しか

し、磁気テープが格納されているカセット

の大きさや、ローディングと呼ばれる磁気

テープに記録されている信号の読み込み方

式などが異なっていた。磁気テープの幅が

同じであるため、カセットの大きさの違い

は互換技術によって乗り越えられる課題で

あった。しかし、ローディングの方式の違

いは、互換技術で補うことができないた

め、「VHS」と「ベータマックス」の標準化

競争が激化していった。 

ローディング方式の違いと開発背景を詳

しく説明しよう。ローディングには M ロー

ディングと U ローディングと呼ばれる二つ

の方式があり、どちらもソニーが開発した

技術である。そして、ソニーが採用したの

は U ローディングでありベータマックスに

実装された。一方の、M ローディングはソ

ニーからビクターにライセンスされて VHS

に実装されたのである。 
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スライドの左図が M ローディング、右図

が U ローディングである。この図から解る

ように、M ローディングでは磁気テープが

鋭角に折り曲がってしまう。この方式だ

と、早送りや巻き戻しのときに正常に磁気

テープを送ることが難しく、磁気テープが

折り重なったり、詰まったり、絡まったり

する現象が頻繁に起きてしまう。したがっ

て、M ローディングでは早送りと巻き戻し

の時に磁気テープをヘッドから離す方式が

取られた。ところが、この離すことによ

り、映像が映らなくなり再生時間を表示で

きない、言い換えると、ピクチャーサーチ

とリアルタイム表示を実装することができ

ないという問題が残っていた。 

そこで、ソニーは磁気テープが折り曲が

ることなく、早送り巻き戻しのときに磁気

テープをヘッドから離す必要のない方式を

開発した。この方式が U ローディングであ

り、ピクチャーサーチとリアルタイム表示

を実装できることとなった。ソニーは U ロ

ーディングを採用し、まずは放送局などで

使われる業務用ビデオに実装し、その後、

家庭用ビデオに応用させていった。ベータ

マックスの登場である。一方、採用されな

かった M ローディングは、ソニーからビク

ターへライセンスされた。そして、M ロー

ディングを用い、ビクターも家庭用ビデオ

を完成させて発売するにいたった。VHS の

登場である。 
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家庭用ビデオに参入したい各企業は、ベ

ータマックスか VHS、いずれかの方式を選

択することとなった。東芝や三洋電機、日

本電気などがベータを採用した。ソニーを

筆頭に、ベータ陣営と言うことになる。一

方、松下電産や日立・シャープなどは、

VHS を採用し、VHS 陣営を形成していっ

た。どちらかというと、ビクターよりも、

追従した松下電産や日立などが、VHS 陣営

を先導することとなった。このようにし

て、家電メーカーが、ベータ陣営と VHS 陣

営に分かれたため、標準化競争が激化した

のである。 

ベータマックスと VHS の標準化競争、勝

利したのは VHS である。要因は主に二つあ

る。一つは技術的な理由から起因する録画

時間、もう一つは生産性から起因する陣営

の規模であった。 

両方式を録画時間の点で比較すると、ベ

ータマックスは、録画時間を長くすること

ができなかった。一方、VHS は、多様なや

り方を開発し、１本のテープで 8 時間まで

録画できるようにしたのである。ベータマ

ックスの方が画質は優れていると言われて

いたが、消費者にとっては録画時間の方が

重要であった。 

次に、両方式を生産性の点から比較する

と、ベータマックスを搭載したビデオデッ

キを量産するには、当時の技術水準におい

て高い生産技術力が必要であった。陣営に

後から加わる企業は、ビデオデッキに関し

てキャッチアップ型のビジネスであり、価
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格競争を受け入れる企業であるため、造り

やすい VHS 方式を採用した。そうすると、

陣営に加わる企業数が増え、規模の点で

VHS 陣営が優位に立つようになった。陣営

の規模が大きくなれば、多くの製品が販売

されて価格競争が起こり、販売価格が下が

るため消費者にとっては大きなメリットで

あった。 

このような理由が主要因となって、ベー

タマックスの家庭用ビデオデッキの販売台

数は減少し、その後、生産が中止された。

VHS がデファクトスタンダードになったの

である。 

 標準化競争の勝者とビジネス上の勝者 

以上、時系列に従って、VHS とベータマ

ックスの標準化競争を説明してきた。で

は、この標準化競争において、利益を得た

企業はどこだったのだろうか。そして、最

もダメージを受けた企業はどこだったのだ

ろうか。これを考えてみよう。 

先に述べたように、VHS に搭載された M

ローディング、ベータに搭載された U ロー

ディング、いずれもソニーが開発した技術

である。もちろん、両技術に関連する特許

をソニーは出願し権利化していた。したが

って、ソニーは VHS 陣営の企業から膨大な

特許料を得ていた。特に、ベータマックス

が標準化競争で負けて、ベータマックスの

生産を中止した年に、特許料収入が最大に

なったと言われている。そうすると、ビジ
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ネスの上では、ソニーは敗者ではないと言

えるだろう。 

では、敗者は誰なのだろうか。それは、

ベータ陣営に参加した、ソニー以外の企業

であろう。具体的には、東芝や三洋電機、

日本電気などである。これらの企業は、ベ

ータマックス方式のビデオデッキを発売し

たが、間もなく生産を中止した。おそら

く、設備投資費すら回収できなかったであ

ろうし、特許のライセンス料も得ることは

できなかったであろう。その後、VHS 方式

のビデオデッキの販売も開始しており、激

化した価格競争の中に最後発として参入し

たのである。結局、家庭用ビデオという事

業に関して、大きく儲けることはできなか

ったのではないか。 

ここまでの説明を少しまとめると、デフ

ァクトスタンダードにおける標準化競争の

敗者側において、標準化を主導した、陣営

をリードした企業は、開発した技術を特許

として丁寧に資産化していれば、標準化競

争の勝者側から特許料を得ることができ、

ビジネスの上では勝者に転じる。一方、標

準化競争に追従した企業は、設備投資費も

回収できずに事業から撤退するか、価格競

争が激化した市場に最後発として参入せざ

るを得ない状況に陥ってしまう。まさし

く、デファクトスタンダードの光と影の部

分である。 

最後に、ビジネスを離れて技術開発の進

展という視点で、この事例を見てみよう。

初めに言及しなければならないのは東芝の
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ヘリカルスキャン方式の実用化であろう。

この画期的な技術の実用化がなければ、家

庭用ビデオの実現は無かったかもしれな

い。 

次に言及しなければならないのは、ビク

ターの M ローディング方式の実用化であ

る。課題が多いためソニーが採用しなかっ

た技術を、ビクターが色々な工夫を凝らし

て実用化した。そして、デファクトスタン

ダードになった、すなわち普及し、且つ、

利益も得たのであるから、まさに「イノベ

ーション」と言えるであろう。ビクターが

イノベーションを起こした、或いはビクタ

ーがイノベーションを結実させたと言える

のではないだろうか。 

 カムコーダー  

ビデオテープの標準化競争が終わると、

次は家庭用のビデオカメラの競争が始まっ

た。一般的にはカムコーダーやハンディカ

ムとも呼ばれるが、要するに持ち運びでき

るカメラ付きビデオ録画装置である。この

カムコーダーの標準化競争も、ビデオテー

プと同じように VHS とベータマックスの対

決となった。 
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磁気テープが格納されている筐体の寸法

を比べると、VHS は 188×104×25mm である

のに対し、ベータマックスは比較的小さく

156×96×25mm である。したがって、ソニー

は、小ささを生かしてベータマックスのテ

ープをそのまま用いるカムコーダーを開発

した。一方、VHS 陣営のビクターは、筐体

のサイズだけ 92×52×23mm まで小さく

し、他は VHS と同じ仕様の VHSC と呼ば

れる規格を造り、カムコーダーを開発し

た。 

ベータマックスと VHSC、この二つが、

再び標準化競争を繰り広げていった。しか

し、ベータマックス用のビデオテープをそ

のまま搭載したカムコーダーは、どうして

も寸法が大きくなり、且つ、重量も増して

しまう。重すぎて日本では殆ど売れなかっ

た。ところが、米国においてある程度は売

れたと言われている。日本と米国の父親の

体格を比べると、平均的に米国の方が大き

い。そして、力も強いので、重たいことが

問題にならなかったと言われている。 

米国の一部を除き、日本や欧州におい

て、ベータマックスをそのまま使うカムコ

ーダーは、やはり、重すぎて売れなかっ

た。そして、VHSC の規格が市場の主流に

なりそうな雰囲気を感じ取ったソニーは、

ビデオテープの規格を変えるという決断を

した。すなわち、ベータマックスを諦め

て、新しい小さなビデオテープの規格を作

ることにしたのである。この小さなビデオ

テープというコンセプトに基づき、筐体サ
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イズ 95×62.5×15mm の規格が開発された。

この規格が「8 ミリビデオ」である。 

8 ミリビデオという規格を造ろうとした

ものの、VHSC との競争においては劣勢に

おかれていた。そこでソニーは、8 ミリビ

デオの仕様決定について、参加企業を集め

て、話し合いながら決めていこうとした。

すなわち、フォーラム標準にしたのであ

る。加えて、ソニーは、ベータマックスの

失敗から得た教訓を生かし、参加企業に対

し技術指導も行い、且つ、各社製品の発売

時期まで統一させて、各参加企業、それぞ

れでも利益が出るようにして、販売台数の

増大を図り、規格の普及に努めたのであ

る。このようにして、127 社が集まったフ

ォーラムにて 8 ミリビデオの規格が造ら

れ、製品が発売された。そして、カムコー

ダーの主流は、VHSC から 8 ミリビデオへ

移っていったのである。 

カムコーダーの事例において、失敗を糧

にしたソニーだけでなく、先の競争で勝利

したビクターが取った行動にも着目して欲

しい。ビクターは VHS 陣営の技術リーダー

であり、VHSC についても主導的な立場で

あった。したがって、カムコーダーの主流

が、VHSC から 8 ミリビデオへ移っている

状況に陥っても、VHS の技術を捨てること

ができない。VHSC を使ったカムコーダー

の生産を止めることができなかったのであ

る。最終的に、VHS 陣営の中で、ビクター

だけが 8 ミリビデオのカムコーダーの販売

が遅くなってしまった。この経営判断の失
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敗は、ビクターに大きなダメージを与えて

しまったと言われている。 

ベータマックスの失敗を糧に、8 ミリビ

デオテープにて勝利したソニーであるが、

勝者であるがゆえに、ビクターと同じ轍を

踏んでしまうことになる。8 ミリビデオカ

メラの規格が決まった 10 年後に、カムコー

ダーもアナログからデジタルに移行するこ

とになった。55 社が集まって、1994 年に

MinDV と呼ばれるデジタル化された規格が

作られた。磁気テープにデジタル信号を記

録するのであるが、磁気テープが格納され

る筐体のサイズは、66×48×12mm とな

り、更に小さくなった。したがって、カム

コーダーも小さくなって、軽くなったので

ある。この時に、MinDV に移行するという

規格の波に乗り遅れたのがソニーである。 

ソニーは 8 ミリビデオの名手であったた

めに、8 ミリビデオの規格から離れること

ができなかった。デジタル化は、避けて通

ることのできない技術改良だったので、ソ

ニーは 8 ミリビデオテープを用いてデジタ

ル化を実現し、Digital8（デジタルエイト）

という規格を造った。言い換えると、デジ

タル化という新しい技術を、デジタル化専

用の新規格で実現するのではなく、従前か

らある規格を用いて実現したのである。こ

の Digital8 が用いられたカムコーダーはヒ

ットすることはなく短命に終わった。そし

て、ソニーは、後発企業として MinDV を用

いたカムコーダーの市場へ参入したのであ

る。ソニーは、もともと有していた優れた
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映像技術を駆使して上手にキャッチアップ

を果たしたが、乗り遅れの影響を長く受け

てしまう結果となった。 

ビクターやソニーの事例のように、技術

を主導する立場にあった企業は、その技術

から離れることができない。その技術を守

らざるを得ないという状況に陥ることが多

い。このような現象は、映像分野や電子機

器の分野だけでなく、色々な分野で見受け

られる現象である。 

このような現象をイノベーションのジレ

ンマと呼ぶこともある。とあるイノベーシ

ョンで成功してしまうと、次のイノベーシ

ョンに乗り移ることができないのである。

色々なビジネスを歴史的に振り返ってみて

ほしい。同じような事例を割と簡単に見つ

けることができるだろう。 

カムコーダーの話に戻ろう。デジタル化

されたカムコーダーは、その後、記憶媒体

の規格が次々と変化していった。8 ミリビ

デオカメラやｍiniDV は、いずれも記録媒

体として磁気テープを用いていたが、この

磁気テープからフロッピーディスクやハー

ドディスクに替わり、今ではメモリに替わ

っている。これに対応して、カムコーダー

も急速に小型化し軽量化が図られている。

さらに、デジタルカメラやスマートフォン

でも高画質な映像が撮れるようになり、カ

ムコーダーが存在する意義すらなくなって

きているように見える。数年後には、カム

コーダーは無くなると思われていた。 
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ところが、カムコーダーは興味深い分野

で生き残り、大きな収益をあげる製品に生

まれ変わった。サーフィンやスカイダイビ

ングなどのエクストリームスポーツや、エ

ベレストなどへの登山などの場面で撮影さ

れるアクションカメラという分野である。

米国の GoPro 社の製品が有名である。更

に、この製品がドローンに搭載されるよう

になった。すなわち、カムコーダーはデジ

タル化により、小型化と軽量化が達成され

たので、今までには思いつかなかった場面

で活用されるようになったのである。この

ような分野で、カムコーダーは生き残ると

考えられる。技術が進歩すると、それを活

用した製品は、思いもよらない方向に発展

していく典型例である。今後、カムコーダ

ーがどのような方向に発展するか、着目し

たい。 

 ビデオディスク  

時代を振り返ると、映像を録画する記録

媒体として、VHS などのビデオテープと現

在でも使われている DVD の間に、ビデオ

ディスクと呼ばれるものがあった。このビ

デオディスクの中でもパイオニアが発売し

たものはレーザーディスクと呼ばれ、1980

年代後半に普及し、デファクト標準となっ

た。この時も、当然に標準化競争が起こっ

ていた。 
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パイオニアが製品化したレーザーディス

クはオランダのフィリップス社が開発した

光を使った非接触の技術を用いており、当

時としては時代を先取りするデジタルディ

スクであった。ただし、当初は、パイオニ

アだけがこの技術を採用した。言い換える

と、パイオニア１社だけで標準化を争って

いた。 

一方、ビクターは VHD（Virtual Hard 

Disk）と呼ばれるディスクを開発した。こ

のディスクが用いた方式を、松下電産や三

菱電機など日系 11 社に加え、米国の GE

（General Electric Company）も採用するこ

とが決まっていた。ただし、VHD が採用し

た技術はレコードと同じく接触型であった

ため、光技術に比べと少し古い技術であっ

た。 

光を使った新しい技術は、これまでには

ない機能を出す事ができるため、結果的に

レーザーディスクの方が普及した。普及を

後押しした分野は、アニメーションとカラ

オケであった。 

1980 年頃の技術水準では、レーザーディ

スクに記録されている内容を、他のメディ

アに複製することは難しかった。したがっ

て、一般の消費者は、レーザーディスクに

記録されている映像を、ビデオテープなど

に複製できなかった。この複製できないデ

ィスクということもあって、アニメーショ

ンの制作会社などが、次々とレーザーディ

スクによる販売を許可したのである。加え

て、レーザーディスクはビデオと異なりレ
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ンタルを許可していなかった。この事もア

ニメーションの制作会社にとっては受け入

れ易い点であった。複製できず、レンタル

も許可されていなければ、消費者は正規品

であるレーザーディスクを購入しなけれ

ば、アニメーションを見ることができなく

なった。 

そうして、レーザーディスクに記録され

たアニメーション作品が次々と販売されて

いった。その後、ビデオなどでは販売され

ておらず、レーザーディスクしか販売され

ていないアニメーションの作品が数多く存

在することになった。マニアックな人達の

間では、このようなレーザーディスクを収

集することがブームとなった。 

先ほど述べたように、レーザーディスク

の普及を後押ししたもう一つの分野がカラ

オケである。後押しと言うよりも、レーザ

ーディスクが開拓したマーケットといって

も過言ではないであろう。 

1980 年頃、カラオケに使われていたメデ

ィア（記録媒体）は、先に述べたエイトト

ラックテープであった。このテープには音

しか記録することができない。したがっ

て、当時は、エイトトラックテープから流

れる伴奏に合わせて、紙に書かれた歌詞カ

ードを読みながら歌い、カラオケを楽しん

でいた。 

ところが、レーザーディスクには音に加

え、映像も記録することができる。そうす

ると、曲の進行に合わせて歌詞をモニター

に表示することができる。加えて、楽曲の



 

112 

コンセプトにあった映像もモニターに映す

ことができる。今では「当たり前」のこと

であるが、レーザーディスクによって可能

になったのである。レーザーディスクのカ

ラオケシステムは売れに売れ、世界中に広

がったのである。 

このようなレーザーディスクの販売状況

に加え、VHD の製品化の遅れも相まって、

レーザーディスクを製品化する企業が増え

ていった。ソニーや三洋電機に加え、VHD

に参加していた松下電産まで、レーザーデ

ィスクプレーヤーを製品化した。そして、

VHD から撤退する企業が増えていった。こ

のような経緯により、レーザーディスクは

デファクト標準になったのである。 

デファクト標準となったレーザーディス

クであるが、今では書店やレコードショッ

プで売られてはいないし、カラオケ店やス

ナックでも見ることはないだろう。アニメ

ーションの販売は、レーザーディスクから

DVD へ移行し、カラオケは電話回線などを

利用した通信カラオケへ移行したのであ

る。 

レーザーディスクと電話回線を利用した

通信は業務体系が異なるが、レーザーディ

スクと DVD はどちらも家電製品であるた

め、同一分野と言っても良いであろう。し

たがって、松下電産やソニーなどの、多く

の企業が主力製品をレーザーディスクから

DVD へ移行していった。そして、ここでも

また、パイオニアがイノベーションのジレ

ンマに陥ることになる。 
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パイオニアはレーザーディスク技術を主

導する立場であった為に DVD への参入が

遅れてしまった。多くの企業がレーザーデ

ィスク関連製品の製造を中止するなかで、

パイオニアだけは生産を続けた。レーザー

ディスクに記録されたアニメーションをコ

レクションした消費者などのために、生産

を維持せざるを得ない立場であったと言え

る。 

もちろん、レーザーディスクで開発され

た技術は、DVD や関連する製品にも応用さ

れた。したがって、DVD が普及することに

よってパイオニアの特許料収入が増えるこ

とになった。ただし、特許により利益が得

られていたことが、返ってパイオニアを油

断させ、次の時代への技術に乗り遅れるこ

とになったとも言われている。 

 コンパクトディスク  

ビデオテープからレーザーディスクまで

映像に関する標準化競争の事例を取り上げ

たが、一旦、音だけの事例に戻ろう。音に

関してレコードからカセットテープまでの

歴史的経緯を説明した。これらの次に現れ

たのがコンパクトディスク（Compact 

Disc）、CD である。CD に関する技術開発

は、オランダのフィリップス社により開始

された。ただし、フィリップスの開発方針

は、音だけではなく、映像も記録し得る技

術の開発であった。すなわち、レーザーデ
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ィスクや DVD などに使われている光技術

を開発していたのである。 

ただし、時代は 1972 年。この時代の技術

水準では、映像の情報をディスクに記録す

ることは、極めて困難であった。そこで、

映像に比べれば記録する情報の少ない

「音」に開発の対象が移行していった。こ

こでフィリップスに協力したのがソニーで

ある。 

1975 年、ソニーは音楽用のディスクの開

発を始めた。1979 年にはフィリップスと共

同開発を初め、フィリップスが有していた

光技術を音楽用ディスクに転用した。そし

て 1982 年に発売されたのが CD である。 

CD で着目すべきことは、レコードやレー

ザーディスクなどと違い、標準化競争が起

きなかったことである。CD の技術は完成度

が極めて高かったため、発売されると瞬く

間に普及した。現代から振り返えると、CD

に関する技術が「唯一の解」として公表さ

れたと言えるであろう。 

こうして CD は標準化されたのである

が、上記に説明したような光技術だけでな

く、色々な仕様が細かく決められている。

例えば、CD の直径や周波数、ビット数、読

み取り速度などがある。この中で「読み取

り速度」の仕様が決定する過程は、とても

興味深い。読み取り速度を説明するために

は、まず、線速について触れなければなら

ない。レコードの事例のときに、円筒と円

盤を対比すると、円筒の方が技術的には優

れていることを説明した。おさらいする
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と、円盤を一定の回転数で回すと、針が内

側に近づくほど線速が遅くなり音質が落ち

るが、円筒を一定の回転数で回しても、端

から端まで線速は変わらず音質は安定す

る。 

CD も円盤状のため線速が問題となった

が、回転数を変化させ得る技術によって克

服したのである。具体的には、CD を再生さ

せると、光は内側から当たりはじめ、その

後に外側へ向かって移動しているが、内側

に当たっているときは早く回り、外側に行

くほど、ゆっくりと回るのである。 

このような回転数を変化させる技術、当

初はゆっくりとした回転数にしか対応でき

なかったが、音楽だけを再生するので、特

段の問題は生じなかった。音楽を早送りで

聞くことに、価値はないからである。とこ

ろが、CD にソフトウエアが記録されパーソ

ナルコンピューター、いわゆるパソコンで

再生されるようになると、少しでも早く再

生したい、短時間で記録内容を読み取りた

いという要望が現れた。これに対応するた

めに、読み取り速度は、２倍速や４倍速か

ら 32 倍速や 48 倍速という製品が開発され

た。最終的には、52 倍速や 60 倍速の製品

も発売された。 

しかし、技術開発競争、言い換えると製

品の高性能化は 48 倍速で留めようというこ

とになった。今日における CD の最大読み

取り速度は 48 倍速である。これも標準であ

る。そして、なぜ「48 倍速」という数値で
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留めることになったのであろうか。これは

演習で議論して欲しい。 

 DVD 

これまで説明したように、AV の分野で

は、様々なデファクト競争が起きている。

大まかに、今までの事例を復習してみよ

う。 

ビデオではベータマックス陣営と VHS 陣

営により、標準化の争いが起こった。VHS

陣営の勝利に終わったが、敗れたベータ陣

営を主導したソニーだけは、特許料によっ

て利益を得た。ソニーは、標準化の争いに

は敗れたが、企業活動としては勝利したと

言える。標準化の争いとしても、企業活動

としても敗れたのは、フォロワーとしてベ

ータ陣営に参加した企業である。 

CD ではフィリップスとソニーが共同して

他の追従を許さない圧倒的に優れた技術を

開発したために、標準化の争いが起きなか

った。ビクターや松下、日立、シャープ、

東芝などはフォロワーの立場で CD に参入

した。したがって、企業活動としてフィリ

ップスとソニーが圧倒的な勝利を収めたの

である。 
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そして、次に取り上げる事例は DVD で

ある。DVD は、市場に売り出される前に、

二つの陣営が開発と標準化の競争を繰り広

げた。一つの陣営は、東芝や松下、パイオ

ニアなどであり、SD（Super Density Disc）

方式と呼ばれる技術を採用した。もう一方

の陣営は、フィリップスとソニーであり、

MMCD（MultiMedia Compact Disc）方式と

呼ばれる技術を採用した。 

 DVD の標準化 

SD 方式と MMCD 方式、規格が二つでき

てしまうことを避けるために DVD コンソ

ーシアムが設立され、両陣営による話し合

いが行われた。そして、SD 方式を基礎とし

て、MMCD 方式の技術の一部を融合する形

式で、1995 年に DVD specification Version 

1.0 が発表された。翌年の 1996 年に DVD

規格が定まり、デファクト標準となった。

結果的には、SD 方式の陣営が勝利したと言

って良いであろう。SD 方式が基礎となった

要因は、記録容量であった。最大記録容量

を比べると、MMCD 方式が 3.7G バイトで

あったのに対し、SD 方式は 5G バイトであ

った。 

上記した DVD コンソーシアムは、パテ

ントプールを管理する DVD フォーラムに

発展したが、その後、二つの陣営に分裂し

た。一方が、DVD6C と呼ばれる陣営、もう

一方が DVD3C と呼ばれる陣営である。こ

れは初期段階での参加企業が 6 社と 3 社だ

ったので、このような名前となった。6C に
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参加したのは東芝と日立、松下電産、三菱

電機、ビクター、タイムワーナー、3C に参

加したのはソニーとフィリップス、パイオ

ニア。両陣営の他にトムソンを加えた 10 社

で、DVD の基本特許を独占していたのであ

る。この 10 社はパテントプールと呼ばれる

特許のライセンスの仕組みを作り、誰でも

簡単にライセンスを受けられるようにし

た。これによって、DVD の普及は進み、市

場も拡大していった。 

パテントプールを形成した 10 社を国別に

分けると、タイムワーナーが米国、トムソ

ンがフランス、フィリップスがオランダ、

その他の 7 社は日本の企業である。日本の

7 社は、特許料収入によって利益を得た

が、DVD ディスクや DVD プレーヤーを製

造・販売して利益を得ることはできなかっ

た。なぜかというと、新興国、特にアジア

の工業国で、大量に生産され、先進国に輸

出されたためである。 

ところが、新興国の企業も利益を得るこ

とはできなかった。日本企業の製品に対

し、新興国企業の製品は価格で競争を始め

たが、その後、新興国企業の製品同士でも

価格競争を始めたのである。一時的に利益

を得た新興国企業もあったが、長くは続か

なかったのである。 

ここで考えて欲しいことは、価格競争が

激しかったと言っても、フォロワーである

新興国企業が赤字で製造・販売するはずは

ないことである。しかし、DVD に関する製

造・販売ビジネスは儲からなくなった。な
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ぜだろうか。それは特許料を支払うタイミ

ングにあった。 

DVD プレーヤーを造るためには、機器に

関わる特許だけでなく、データの圧縮に関

する特許や、データを通信するためのイン

ターフェースに関連する特許を、パテント

プールを通して契約し、それぞれの特許に

ついて料金を支払わなければならない。1

件の特許料は低額であっても、数十件の特

許のライセンスを受けると、それなりの価

格に成ってしまう。実際に試算すると、1

台の DVD プレーヤーを造るために、11 米

ドルの特許料を支払わなければならない。

DVD レコーダーだと、さらに多くなり 19

米ドルとなる。日本円に換算すると約 1170

円と 2020 円となる。このような特許料を支

払って、DVD プレーヤーやレコーダーが 1

万円を下回る価格で販売できるはずはな

い。特許料を払っているのに、なぜ、この

ような価格になっているのであろうか。 

この要因は、アジアの新興国企業が、特

許料を支払わずに、DVD 市場に参入し、製

造・販売を続けたためである。さらに、先

進国企業が新興国企業に対し特許権侵害で

あることを訴えて、そして、ライセンス交

渉をしている間にも、特許料が上乗せされ

ていない価格で、新興国企業は DVD を世

界中に売りまくったのである。 
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先に説明したように、新興国企業同士で

価格競争を繰り広げていたわけだが、各企

業は価格を下げながらも利益が出る範囲で

販売していたのである。ところが、2000 年

頃になると、新興国企業であっても特許料

を払わざるを得ない状況になった。特に中

国の企業が、そのような状況下に陥ったの

である。その要因は、中国が WTO の加盟

を目指していた時に、中国政府が中国企業

に対し特許法を遵守するように指導し、遵

守しない企業、具体的に言い換えると、特

許料を支払わない企業に対し罰則を与え始

めたのである。もちろん、中国政府が自主

的に始めたのではなく、米国や日本の政府

が、WTO 加盟承認を引き換えにして、中国

政府に対し圧力を掛けたことも忘れてはな

らない。 

このような経緯により特許料を支払うこ

とになった新興国企業は、今まで得ていた

利益から特許料を捻出することになった。

一見すると特許料を販売価格に転嫁すれば

良いようにも見えるが、価格競争が継続さ

れている中で販売価格を上げてしまっては

製品が売れない状況に陥ってしまう。一度

下げた価格を上げることは、至難の業であ

る。したがって、利益から特許料を捻出

し、全く儲からないという状況に、新興国

企業も陥ってしまった。 

結局、DVD のビジネスは急速な勢いで市

場が拡大し、世界中に普及したが、先進国

企業であっても、新興国企業であっても、

儲からないビジネスとなってしまった。た
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だし、消費者から見ると幸運であった。な

ぜなら、とても安い価格で DVD プレーヤ

ーや DVD レコーダーを手に入れることが

できるのであるから。 

このような経緯を辿った DVD に関する

ビジネス。全ての企業が敗者で、勝者はい

ないのであろうか。これまでの説明を注意

深く思い出して欲しい。先に説明した事例

において、利益を得ていない企業は、DVD

プレーヤーや DVD レコーダーを製造して

いる企業である。このような企業は、多く

の部品を他社から購入し、組み立てて販売

しており、特に新興国企業は、この傾向が

顕著である。もちろん、部品を造っている

企業も競争状態に置かれているが、実は、

こっそり儲かっている企業がある。 

DVD を組み立てるには、光を放つレーザ

ー部品やその光を受信するピックアップレ

ンズ、制御 IC、薄型のドライブなどの部品

がある。新興国企業は、参入当初、これら

の部品を日本から輸入していたが、そのう

ち、新興国で部品が製造されるようにな

り、その部品を調達するようになった。た

だし、レーザー部品やピックアップレンズ

などは、今日においても新興国で造ること

はできていない。例えば、ピックアップレ

ンズに関しては、市場シェアの殆どをコニ

カミノルタの製品が占めている。コニカミ

ノルタ製のピックアップレンズは、高度な

技術を駆使して製造されており、他社が模

倣して製造できるものではなかった。 
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他にもレーザー部品はソニーや日本電気

製品が市場シェアを占めていたし、制御 IC

はパナソニックが市場シェアを占めていた

のである。DVD の製品自体で日本企業は利

益を挙げられなかったが、DVD に組み込ま

れる部品において日本企業は大きな利益を

あげていたのである。これが DVD のビジ

ネスの特徴である。 

 標準化の恩恵を受けた企業 

ここでもう一度、丁寧に考えて欲しいこ

とがある。DVD に関連するビジネスで、最

も利益を挙げたのは、どのような企業だろ

うか。実は DVD が普及することで一番儲

かったのはコンテンツビジネス、特に米国

のハリウッドにある映画会社、映画を製作

したり、映画を配給したりしている企業で

ある。ハリウッドの映画会社は映画を DVD

に載せて安い価格で大量に売るビジネスを

始めることができたのである。DVD が発売

されるより前は、映画をビデオテープに載

せて販売していた。映像を記録する作業に

関して、ビデオテープは DVD と比べると

極めて生産効率が悪いのである。 

ビデオテープはアナログであるため、マ

スターテープに録画された映像を再生しな

がらビデオテープに録画する、いわゆるビ

デオからビデオにダビングするという、時

間の掛かる作業工程が必要になる。したが

って、映画が録画されたビデオテープは、

生産コストが高くなってしまう。 
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一方、DVD はデジタルであるため、マス

ターテープに録画された映画を電子情報に

変換し、この情報を基に金型さえ造ってし

まえば、後は金型によって円盤状のフイル

ムに傷をつけて、DVD に張り合わせるだ

け、すなわち、レコードのように物理的な

工程だけで映画を DVD に記録することが

できるのである。ビデオのように映画を再

生するという行程がないため、1 枚の映画

の DVD を短時間で生産することができる

のである。したがって、1 枚あたりの生産

コストは、極めて小さくなる。製造原価が

下がったため、ハリウッドは安く売っても

利益がでるし、価格が安いからこそ大量に

売ることができた。そうして、利益が増大

したのである。 

ハリウッドの映画会社が利益を増大させ

たもう一つの理由として、DVD に記録され

たコンテンツと、DVD プレーヤーの補完関

係がある。先に説明したように、新興国企

業が価格競争を繰り広げたことにより、消

費者は比較的安い価格で DVD プレーヤー

を購入することができた。したがって、多

くの人が、DVD プレーヤーを持っていたの

である。 

DVD プレーヤーを購入した人は、これを

使って何かを見たいと思うだろう。この見

たい対象の一つとしてハリウッド映画があ

った。ハリウッド映画が記録された DVD

は、価格も比較的安いため、１枚だけでな

く、何枚も購入することになる。加えて、

記録される映画は、新作だけでなく、倉庫



 

124 

に保管されていた旧作品も DVD に記録し

て販売した。当然のことだが、旧作品であ

るため、新たな映画製作コストは「ゼロ」

である。このようにして、ハリウッド映画

の DVD が大量に売れて、利益がハリウッ

ドの映画会社に還元されたのである。 

ここで留意してほしいのは、ハリウッド

映画の DVD が市場に流通していたから、

DVD プレーヤーが普及したのではなく、

DVD プレーヤーが普及していたから、ハリ

ウッド映画の DVD が売れたのである。こ

の点が、他の補完関係の事例と異なるとこ

ろである。 

 出資比率 51％ 

先に、日本の企業や新興国企業は、DVD

を製造・販売することによって利益を得る

ことはできなかったと述べたが、全ての企

業が利益を得ることができなかったのでは

ない。中には、上手に儲かる仕組みを作

り、利益を得た企業もある。デジテックと

いう企業を知っているだろうか。デジテッ

クは合弁会社であって、出資者は日本の三

菱電機と船井電機である。 

船井電機は、本社機能を大阪に置いてい

るが、生産は中国などで行い、性能が優

れ、品質が安定している製品を、安く造る

ことができる企業、言い換えると、優れた

生産技術と管理能力を有している企業であ

る。このことに関しては、日本有数の企業

であると言っても過言ではないだろう。 
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デジテックの生産は実質的に船井電機が

担っており、性能が優れ、品質が安定して

いる製品を安く造っている。ただし、デジ

テックに対し、船井電機の出資比率は 49％

でしかない。したがって、デジテックは船

井電機の子会社にはならない。残りの 51%

を出資しているのが、三菱電機である。こ

のことが、利益を生むポイントである。 

三菱電機の出資比率が 51%であるため、

デジテックは三菱電機の子会社ということ

になる。現代の契約の慣行において、子会

社は親会社と同一企業とみなされる。例え

ば、第三者の特許に対し、親会社がライセ

ンス料を支払っていれば、子会社はライセ

ンス料を払うことなく親会社にライセンス

された特許を実施することができるのであ

る。 

したがって、デジテックは、三菱電機が

有している特許を無償で実施できるだけで

なく、クロスライセンスの対象である他社

の特許も無償で実施できるのである。具体

的には、先に述べた DVD6C と DVD3C の

参加企業と、トムソンを加えた 10 社は、

DVD の基本特許を有しているため、パテン

トプールなどを通して、無償クロスライセ

ンス契約を結んでいる。すなわち、三菱電

機は、他の 9 社が有している DVD の特許

を、ライセンス料を支払うことなく、実施

できる状況にある。そうすると、デジテッ

クは三菱電機の子会社であるため、実質的

に船井電機が造っていたとしても、特許ラ

イセンス料を支払う必要はない。デジテッ
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クは、新興国企業と同じような体制で安く

製品を造り、且つ、日本企業と同じように

特許ライセンス料の支払いは免れるという

やり方を構築したのである。 

加えてデジテックは、もうひとつ優れた

やり方を構築した。ブランド戦略を駆使し

て、製品価格を上げたのである。デジテッ

クの工場で生産された DVD プレーヤーに

「デジテック」のロゴが付されることはな

い。三菱電機や船井電機のロゴが付され

る、すなわち、三菱電機や船井電機のブラ

ンドで販売されたのである。三菱電機や船

井電機は、世界中の消費者の信頼と評判を

獲得している。すなわち、ブランド力が付

いている。三菱電機や船井電機のブランド

力によって、他社製品と同じ機能を有して

いても、少し高い価格で販売することがで

きるのである。 

要するに、生産と特許、ブランドの三つ

を組み合わせて「安く造って高く売る」と

いうやり方、言い換えると「ビジネスモデ

ル」を構築したのである。デジテックの

DVD プレーヤーの生産量は、一時的に世界

最大となり、利益は出資者である三菱電機

や船井電機に還元されていったであろう。

このように、価格競争に巻き込まれた製品

であっても、考え抜かれたビジネスモデル

によって、利益を得ることができるのであ

る。 

三菱電機が駆使したビジネスモデルは極

めて優れていたので、他の企業、具体的に

は、DVD6C や 3C に参加している他の会社
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も、同じような仕組みを構築して、三菱電

機を追従している。ただし、船井電機のよ

うな日本企業は多くないため、中国の企業

と合弁企業を設立し、デジテックのような

生産会社を設立している。 

 記録型 DVD の標準化  

前節にて説明したのは、DVD であっても

DVD-ROM と呼ばれる、再生専用の DVD

であり、消費者が書き込むことができない

DVD ディスクとそれを再生する DVD プレ

ーヤーの事例である。ここからは、消費者

が書き込みむことができる記録型 DVD の

事例である。 

再生専用の DVD-ROM が製品化された後

に、記録型 DVD が製品化された。DVD-R

と表示される製品である。この記録型 DVD

を再生専用の DVD-ROM と対比すると、大

きな違いの一つに、店頭で販売されている

ときに、ソフトウエアや映画などのコンテ

ンツの情報が記録されているか、あるい

は、なんら情報が記録されておらず「空」

の状態であるかである。言われると当たり

前のことだが、記録型 DVD は、消費者の

手に渡った後で映像などを記録する商品で

ある。 

前節で説明したように、再生専用の DVD

の技術開発は、東芝の SD 方式の陣営と、

ソニーとフィリップスの MMDC 方式の陣

営との争いになったが、製品が市場に出る
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前に方式が統一された。統一の背景には、

ハリウッドの映画会社などが、両陣営に強

い圧力を掛けたという要因がある。 

方式の統一を目指し、一方の陣営が譲歩

すると、譲歩した分だけ陣営の利益が減る

ことになる場合が多い。したがって、両陣

営だけの話し合いでは、統一することは難

しい。仮に、統一が図られずに両陣営か

ら、それぞれ製品が発売されると、ハリウ

ッドの映画会社は、一つの映画作品につい

て 2 種類の方式の DVD を発売しなければ

ならない。消費者は、所有している DVD

プレーヤーの方式と、購入する DVD の方

式が同じか否か、いちいち確認しなければ

ならない。さらに、DVD を販売する店舗も

「DVD を買ったけれど再生できない」とい

う消費者からのクレーム対応に追われるこ

とになるだろう。 

 ＤＶＤ標準化におけるハリウッドの圧力 

ハリウッドの映画会社などは、両陣営に

対し、方式を統一せずに製品を出したなら

ば、その方式の DVD は「使わない」とい

う旨の圧力を掛けたのである。この圧力が

非常に強かったのでソニーとフィリップス

の陣営が譲歩した。そして、東芝陣営の SD

方式を基に、ソニーとフィリップス陣営の

技術を融合させ、方式を統一させたのであ

る。したがって、DVD には両陣営の技術が

用いられているから、DVD を造るのに両陣

営の有する特許が必要となる。これを解決
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するために、10 社が集まって、パテントプ

ールを形成したのである。 

このような標準化に対する圧力は DVD-

ROM、再生専用 DVD の時には生じたが、

記録型 DVD の時には生じなかった。なぜ

だろうか。 

ハリウッドの映画会社のようなコンテン

ツ企業からみれば、記録型 DVD はビジネ

ス上の弊害である。消費者がテレビ放送さ

れた映画を記録型 DVD に録画する、再生

専用 DVD に記録された映画を記録型 DVD

に録画するといったことは、映画の DVD

の売上を妨げるだけである。録画などせず

に映画の DVD を買って欲しいのである。

したがって、録画型の DVD の標準化のと

きに、コンテンツ企業などは全く圧力を掛

けなかったのである。 

標準化の邪魔をすることはできないが、

圧力を掛けないだけで、標準化の状況は一

変してしまう。先に説明したように、統一

化のために譲歩した陣営は、その分だけ利

益が減る可能性が高い。したがって、自社

開発の技術仕様を、そのまま標準化させた

いという方針を立てるからである。 

結果的にどのような標準ができたのであ

ろうか。今日の市場を見ればわかるよう

に、数種類の方式の記録型 DVD が販売さ

れている。「－R」と「＋R」、「RAM」であ

る。－R と＋R には書いたり消したりでき

る RW という方式もあるので、五つの方式

の記録型 DVD が販売されることになって
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しまった。現在においても統一はされてい

ない。 

 マルチスタンダードの活用 

上記で説明したように、記録型 DVD に

関しては、五つの方式の DVD ディスクが

発売された。このような標準化の失敗とも

言える結果は、市場に何をもたらしたのだ

ろうか。それは、記録型 DVD ディスクか

ら情報を読み取ったり、書き込んだりする

DVD ドライブに技術革新が起きたのであ

る。 

記録型 DVD ディスクが発売された当

時、五つの方式のディスクに対応するよう

に、五つの方式の記録型 DVD ドライブが

発売された。例えば、＋R のディスクを読

取・書き込みできる、＋R 用のドライブで

ある。この＋R 用のドライブは、－R や

RAM のディスクを読み込んだり、書き込ん

だりすることができなかった。したがっ

て、＋R 用のドライブが内蔵されたノート

パソコンを購入した消費者は、わざわざ、

－R 用の外付けドライブを購入して対応し

ていた。 

ところが、発売から数年ほど経つと技術

開発が進み、＋R のディスクだけでなく、

－R のディスクも読取・書き込みできるド

ライブが発売された。＋R 専用と－R 専用

ドライブを二つ購入する値段と、＋R と－R

の両方が読取・書き込みできるドライブの

販売価格が同じであれば、多くの消費者は

後者を購入するであろう。実際は、梱包や
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デリバリーなどのコストが抑えられるた

め、後者の方が安価であったので、消費者

は後者を購入した。そうすると、記録型

DVD ドライブを生産している企業らは、五

つの方式の中で、幾つの方式に対応できる

かという技術開発の競争を始めた。最終的

には、五つの方式、全てに対応したドライ

ブが開発されて販売されたのである。スー

パーマルチドライブと呼ばれる製品であ

る。すなわち、記録型 DVD ディスクの標

準化が失敗に終わったことにより、消費者

に負わされた不都合は、記録型 DVD ドラ

イブに関する互換技術の開発によって解決

されたのである。 

これまで、五つの方式の記録型 DVD ド

ライブが製品化されたことは標準化の「失

敗」と述べてきたが、丁寧に事例を調べる

と日本企業のビジネスにとっては失敗と言

えないかもしれない。日本企業は、技術力

を生かして、新興国企業が追従できない材

料や部品を、開発し、生産しているからで

ある。 

DVD ディスクには、光が当たることによ

って性質が変化する「感光材」と呼ばれる

化学品が使われている。発売当時は、＋R

専用の感光材と－R 専用の感光材が用いら

れていたが、現在は三菱化学が＋R と－R、

両方に対応する感光材を開発し、生産して

いる。一般的に、化学品は生産量が増えれ

ば増えるほど、生産コストが低下するた

め、＋R と－R、両方に対応することによ
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り、生産量も増え、価格競争力を有する材

料となっているであろう。 

さらに、先ほど説明した、ドライブの互

換技術に関して、五つの方式全てに対応で

きるピックアップレンズは、コニカミノル

タだけが開発し、生産している。このピッ

クアップレンズを用いて、全てに対応した

ドライブを開発したのは日立であった。こ

れを少し詳しく説明しよう。2003 年以前に

マルチドライブと呼ばれる製品が開発され

ており、これは、五つの方式全てのドライ

ブの読込はできたが、書き込みができるの

は＋R と－R、＋RW、－RW の四つの方式

だけであり、DVD－RAM の書き込みがで

きなかった。他の四つに比べると、DVD－

RAM は、当時の技術水準において品質が優

れているが、繊細な設計がなされていたた

め、専用のドライブでなければ書き込みが

できず、互換技術の開発は困難を極めてい

た。ところが、2003 年に日立は、他の四つ

に加え、DVD－RAM も読取・書き込みが

できるドライブ、スーパーマルチドライブ

と呼ばれる製品を開発したのである。この

ドライブを新興国企業は生産することがで

きず、一時期、日立製のドライブが世界を

席捲したのである。 
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少しまとめると、標準が一つに集約され

なかったことにより、中国などの新興国企

業の参入を阻止することができ、日本企業

が長期に渡り市場を席巻し、利益を生み出

したのである。珍しい事例であるが、今

後、生じるであろうビジネスチャンスを掴

むためにも、知っておくべき事例であろ

う。 

 高性能専用品と下位互換性対応品の課題 

最後に、記録型 DVD ディスクにおいて

起こった、興味深い事例を説明しておこ

う。先ほど、ディスク用の感光材として、

三菱化学が優れた材料を生産していること

を説明した。現在も、三菱化学は高い市場

シェアを保っているが、一時期、他の会社

に市場シェアを奪われた。この要因は、下

位互換性に関する表記であった。 

記録型 DVD ディスクやドライブの技術

開発は、読込に掛かる時間や、書き込みに

掛かる時間を短縮することへも向けられ

た。そして、書き込みは、通常の書き込み

に対して、2 倍速から 4 倍速に進み、最後

には 8 倍速となった。この 8 倍速に対応す

るディスクは三菱化学が開発した。そして

「8 倍速専用ディスク」として売り出した

のである。その後、他の企業も三菱化学と

同じようなディスクを開発し製品化した。

ところが、この製品は「1－8 倍速対応ディ

スク」として売り出された。 
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三菱化学の高い精度を誇る 8 倍速専用デ

ィスクと、1 倍から 8 倍に対応するディス

ク、この二つが家電量販店などの店頭に並

んでいたら、どうなるであろうか。消費者

は、どちらを購入するのだろう。結果的

に、消費者は 1－8 倍速対応ディスクの方を

購入する者の方が多かったのである。なぜ

かと言うと、多くの消費者は、所有してい

るパソコンに備え付けてある記録型 DVD

ドライブが、何倍速まで書き込めるか、覚

えていないのである。もし所有しているの

が 4 倍速までに対応するドライブであった

場合、8 倍速専用の DVD ディスクを買って

も「使えない」という不安が、消費者の脳

裏によぎってしまう。そうすると、どうし

ても 1－8 倍速対応ディスクを買ってしまう

のである。このようなことは、技術者が陥

りやすい。記録型 DVD メディアへの書き

込みは、現在でも、ときどきエラーが発生

する。三菱化学の製品は、8 倍速と言う過

酷な条件においても、エラー発生率が低い

優れた製品なのである。したがって、他の

ドライブより高価な 8 倍速を所有している

消費者は、8 倍速専用のディスクを買うは

ずだと思って、製品化してしまったのであ

ろう。 

この事例は、下位互換性の維持問題とい

われるもので、技術進歩の影響を受けなが

ら事業活動を行うビジネスでは、重要な問

題である。倍速という標準は、1 倍速から

始まり、2 倍速、4 倍速、8 倍速、16 倍速と

いうように進歩していく。関連する製品も
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技術進歩に対応するわけだが、その時に、

１倍速から 16 倍速まで対応できる製品を開

発するのか、それとも、4 倍速以下は切り

捨てて、8 倍速から 16 倍速までに対応する

かというのは、難しい選択である。1 倍速

から 16 倍速まで対応すれば、上記したよう

な問題は生じないが、生産コストが掛かっ

たり、品質の安定性が保てなかったりす

る。一方、4 倍速以下を切り捨てると、生

産コストも抑えられ、品質も安定するが、

上記したような問題が生じてしまう。 

これは、製品を購入する者の知識を想定

して、判断しなければならないだろう。記

録型 DVD ディスクのように一般の消費者

が購入するのであれば、幅広く下位互換性

を保つべきである。しかし、工場で働く技

術者や、企業の研究者が購買対象であれ

ば、一定の範囲で下位互換性を切り捨てる

方が得策であろう。  
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 演習６  

本章の演習として、先に説明した CD-

ROM の読み取り速度について考えてみよ

う。なぜ、読み取り速度が 48 倍速に留まっ

たのであろうか。この 48 という数字は、な

ぜ出てきたのだろうか。これを考えて欲し

い。 

次に、DVD の次の世代の規格、DVD よ

り記録容量が多い規格の標準化を題材にし

て考えてみよう。次世代の規格は、ソニー

陣営のブルーレイディスクと東芝陣営の

HD-DVD ディスクの間で、標準化競争が繰

り広げられた。この競争は、どちらの陣営

がどのような戦略を採ったかを調べてみて

欲しい。そして、どこで決着がついたの

か、敗れた陣営のどこが失敗だったかなど

を、多様な視点で考えてみよう。 

先行文献などにも、色々な説が論じられ

ている。これらを知っておくのも、重要な

ことである。 
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